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ICCに対する米国政府の制裁に抗議する声明 

 

 2026年8月18日、米国政府は、最も重大な国際犯罪を審理する国際刑事裁判所（ICC）

の所長を新たに加えて、裁判官・検察官・スタッフに対して、制裁の対象とすると発表

した。これは、イスラエルのパレスチナに対する侵略について ICCが捜査の対象とした

ことをきっかけとして発せられた大統領令（14203号）に基づくものであるが、これは

まず米国国内においてもその合憲性そのものが米国連邦裁判所で争われている問題であ

る。また国際的には、国連憲章の目的に照らしても、ＩＣＣが重大な国際犯罪を裁き、

法の支配を実現して被害者の救済を図る活動を著しく妨げ、「司法の独立」を侵害する

ものであって、国際法上も到底許容されるものではない。 

 国際人権活動日本委員会は、経済社会理事会（ECOSOC）との協議資格を持つ人権団

体として、数多くの市民団体及び共同声明（2025年2月7日付）を発出した88カ国の

ICC締約国と共に、米国内での憲法訴訟を提起している市民団体と連帯して、米国政府

に対して、ＩＣＣに対する制裁を撤回するように求めるとともに、ＩＣＣに対してさら

にいっそう強く支持かつ支援することを約束する。また、日本政府に対して、無法な制

裁を行う米国政府に対して毅然とした態度を示し、かつ、ＩＣＣに対して一層の支援を

するように求める。 

 

 

 

2026年10月1日 

国際人権活動日本委員会 

議長 新倉 修 

 


